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本研究では，企業データを用いて地域高規格道路整備が周辺地域に立地する企業の雇用や売上に及ぼす

因果効果を推定する．分析では，企業の属性データを用いて算出したマハラノビス距離に基づきマッチン

グを行い，差の差分析を実施する．分析の結果，インターチェンジから 2km 圏内の地域に立地する企業で

有意に正の効果が得られた．また，産業種別に分析を行った結果，製造業及び卸売業の売上において有意

に正の効果があることが確認された．合わせてメッシュデータを用いた分析も行い，異なるデータを用い

た分析間で結果の比較，検討を行った．  

 

     Key Words : Regional High-Standard Highways, the deta of Companies, casual effect, difference in 

difference method 

 

 

1. はじめに 

 

日本では，戦後から段階的に高規格道路整備が行われ

ている．高規格道路は都市間を結ぶ上で重要な役割を担

い，広域的な交流を促進している．一方で，主要都市へ

人口・産業が集中し，地方圏の衰退が進んでいるのが現

状である．その原因の一つとして，地方圏での十分な集

積が不足していることが挙げられる．そこで地域集積圏

の形成により地域間の競争を促すことで活性化に繋がる

と考えられる．そのためには，地方都市の中の交流機能

を担う道路整備が重要であり，特に 1992 年からは高規

格幹線道路網と一体となって役割を果たす地域高規格道

路の導入が必要とされている． 

本研究で取り扱う地域高規格道路は，高規格幹線道路

網を補完し地域相互の交流促進等の役割を担う自動車専

用道路であり，連携機能，交流機能，連結機能という大

きく 3つの機能を有している．この 3つの機能を確保す

ることにより，移動時間の短縮や輸送費の低下，貨物取

扱量の増加から企業はより効率的に取引を行う事が可能

になることが考えられる．その機能を最大限に発揮する

ためには，まず整備による効果を幅広く把握する事が必

要不可欠である．しかし実際，高規格道路の整備を行う

ことにより，どの地域にどのような効果がどれくらい発

現しているかを知ることは難しい．そこで近年，インフ

ラストック効果の最大化に向けて，ストック効果の「見

える化」の取り組みが行われている．それに向けて幅広

く効果を把握することが重要視されており，ビッグデー

タなどの様々なデータの活用が注目されている． 

本研究では，地域高規格道路の整備が周辺地域の雇用

や企業の売上に与える効果についてメッシュデータおよ

び企業データを用いて幅広く把握することを目的とする． 

 

2. データおよび分析の枠組み 

 

(1) 本研究で用いるデータ 

a) メッシュデータ 

事業所企業統計調査及び経済センサス基礎調査の

500m×500m メッシュのデータを用いて分析を行う．

2006 年（事業所・企業統計調査）と 2014 年（経済セン

サス基礎調査）の 2時点のデータを用いた．また，道路

整備が周辺企業に及ぼす効果の指標として「事業所数」，

「従業者数」に着目して分析を行う．ただし，事前の分

析の結果より，整備の影響が現われやすい業種として対

象業種を製造業，卸売業，運輸業の 3産業とする． 

b) 企業データ 

COSMOS2 企業概要ファイルの企業データを用いて実
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証分析を行う．本研究では 2006年, 2019 年の 2時点のデ

ータを用いた．対象市町は，X県の A市，B市，C市，

D市，E市，F町，G市の 7市町，Y県の H市，I市の 2

市の計9市町とした. 掲載データのうち1時点掲載の企業

については，企業ごとでの整備前後の比較が不可能であ

るため分析対象外とし，整備前（2006 年）と整備後

（2019年）の2時点ともに掲載されている1671社につい

て分析を行う．また，2 時点共に掲載がある「売上高」

および「従業者数」を企業への影響を表す情報として扱

う． 

なお，地理データに関しては，東京大学空間情報科学

研究センターが提供する「CSV アドレ スマッチングサ

ービス」を用いて，各事業所の所在地の情報から緯度・

経度情報を取得する．また，道路や空港などインフラの

地理情報は，国土交通省国土政策局の「国土数値情報 

ダウンロードサービス」を利用する. 

 

(2) 本研究の分析対象 

本研究では， X県D市を起点に， Y県 J市に至る，延

長約 55km の地域高規格道路を分析対象とする．都市群

の広域的な交流・連携の促進と国道とその周辺道路の混

雑緩和と交通安全確保を主な目的として計画される．そ

の特徴としては，空港などの広域拠点及び高規格幹線道

路である周辺の高速道路などと一体となり事業を行うこ

とが挙げられる.  

その整備状況をインターチェンジ（以下，IC と略す）

の供用開始年とともにまとめたものを表–1，図–1に示す

ただし， IC . 13と IC . 14の間は開通していない．下の表

と図の IC番号は対応している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図–1 供用開始年別で分けた IC 

表–1 IC別 供用開始年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 分析手法 

 

本研究では，差の差分析(Difference in Difference : DD)を

用いて分析を行う．道路整備効果の評価においては，整

備を実施した場合(with)と実施しなかった場合(without)の

2 ケースの比較（有無比較）が基本である．しかし，通

常，整備前後の状況を把握することはできるが，整備が

実施されなかった場合の事後の状況は把握できない．こ

のように実現しなかった結果（反事実）は観測できない

ため，有無比較を行うことは根本的に不可能である．差

の差分析は，データから道路整備がなかった場合（反事

実）の数値を推測し，道路整備の効果を推定する分析方

法である． 

差の差分析では，2 つの「差」に着目して因果効果を

推定する．処置が行われたグループ（処置群）と行われ

なかったグループ（対照群）のそれぞれについて，処置

前後のアウトカムのデータを入手しているとしよう（図 

–2）．𝑌𝑇𝑡(𝑋)， 𝑌𝐶𝑡(𝑋)は，処置群 (Treated)および対照群 

(Control)における割り当て X の場合の時点 t での潜在的な

結果変数を表す．ただし，時点 t が処置前であれば 0，

処置後であれば 1 をとる 2 値変数である．ここで推定対

象となるのは，処置が行われた地域における処置がもた

らす平均因果効果(Average Treatment effect on the Treated : 以

下 ATT と略す)， すなわち，  

 

𝐴𝑇𝑇 = 𝐸[𝑌𝑇1(1) − 𝑌𝑇1(0)] (1) 

 

である．しかし，𝑌𝑇1(0)は反事実であり，観測すること

はできない．そこで，ある条件を追加した上で，入手可

能な 2 グループ・2 時点のデータを利用して実現しなか
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った潜在的結果𝑌𝑇1(0)を補完するのが差の差分法である．

具体的には，「処置群と対照群の差」と「処置前後の差」

の 2つの差を用いて，差の差分(DID)を 

 

𝐷𝐼𝐷 = 𝐸[{𝑌𝑇1(1) − 𝑌𝐶1(0)}
− {𝑌𝑇0(0) − 𝑌𝐶0(0)}] 

(2) 

 

と表す．DIDによりATTを推定するためには，次の 2つ

の仮定を満たしている必要がある．(a)平行トレンド仮定

(parallel trend assumption)と(b)共通ショック仮定(common 

shocks assumption)である．(a)平行トレンド仮定は，もし

仮に処置が行われなかった場合，処置群と対照群におい

て，アウトカムが平行したトレンドを描く(𝑌𝑇1(0) −

𝑌𝐶1(0) = 𝑌𝑇0(0) − 𝑌𝐶0(0))というものである．(b)共通シ

ョック仮定は，介入前のアウトカム測定と，介入後のア

ウトカム測定との間に，アウトカムに影響を与えるよう

な「別のイベント」が起きていない，もしくは起きてい

るとしたら 2群に対して同じように作用しているという

仮定である．差の差分法の利点は，観測不可能な共変量

が存在したとしてもそれらが時間に対して一定であれば，

2 時点間の差分を取ることによってその影響を因果効果

から切り離すことができる点である． 

 

 

図–2 差の差分析 

 

式(3)は回帰モデルを用いて，以下のように表現し直す

ことができる． 

 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑋𝑖𝑡 + 𝛾𝑇𝑖𝑡 + 𝛿(𝑋𝑖𝑡 ∙ 𝑇𝑖𝑡) + 𝜀𝑖𝑡 (3) 

 

ただし，𝑌𝑖𝑡は時間 𝑡 における個体 𝑖 のアウトカム指標，

𝛼𝑖は個体 𝑖 に固有の固定効果，𝜀𝑖𝑡  は誤差項，また，𝑋𝑖𝑡

は個体 𝑖 が処置群に含まれる場合に 1，対照群に含まれ

る場合に 0をとるダミー変数，𝑇𝑖𝑡は処置後に 1，処置前

に 0 をとるダミー変数である．このとき，交差項

(𝑋𝑖𝑡 ∙ 𝑇𝑖𝑡)の回帰係数 𝛿 が DID と一致し，平均処置効果

を表す． 

 

4. メッシュデータを用いた対象路線整備の因果

効果推定 

 

(1) 分析方法 

対象路線整備の因果効果について，メッシュデータを

用いた推定を行う．メッシュデータを用いた分析におい

ては，用いるデータが 2006 年と 2014 年の 2時点のため

この間に供用開始された 14個の IC を分析対象とする． 

道路整備による影響を受けるメッシュを処置群，受け

ないメッシュを対照群として設定する．以下では，IC

から 2km 圏内に完全に含まれるメッシュを処置群，2km

圏外8km圏内のメッシュを対照群としたケース（表–2の

(ii)）について検討する．また，差の差分析の回帰モデ

ルを式(3)に再掲する． 

 

𝑌𝑖𝑡 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑋𝑖𝑡 + 𝛾𝑇𝑖𝑡 + 𝛿(𝑋𝑖𝑡 ∙ 𝑇𝑖𝑡) + 𝜀𝑖𝑡 (3) : 再掲 

 

𝑌𝑖𝑡は，時間𝑡におけるメッシュ𝑖の従業者数及び事業所

数である．𝑇𝑖𝑡は対象路線整備後（2014年）に 1，整備前

（2006年）に 0をとるダミー変数，𝑋𝑖𝑡は処置群で 1，対

照群で 0をとるダミー変数である．ただし，メッシュに

おける市街化や土地利用の程度を制御するため，事前の

従業者数が 1 から 1,000 までのメッシュを対象に四分位

点を取って層別化し（表–3 の (i) ，図–3），階層毎に推

定を行う．  

 

表–2 処置群・対照群の範囲（メッシュデータ分析） 

 

表–3 層別化の区分 
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図–3 階層別メッシュの空間分布 

 

(2) 推定結果と考察 

対象路線整備が IC 周辺地域（メッシュ）の雇用と事

業所立地にもたらす因果効果について，差の差分析によ

る推定結果を表–4 及び表–5 に示す．また，ここでは交

差項(𝑋𝑖𝑡 ∙ 𝑇𝑖𝑡)の回帰係数𝛿が DIDと一致し，平均処置効

果を表している．結果より，道路整備が事前の雇用が比

較的少ない地域（グループ(1)，グループ(2)）において

従業者数および事業所数が有意に増加させていることが

分かる．中でも，グループ(1)の結果については，2011年

に IC . 2 付近に新規立地した大型小売店の影響が大きい

ことが考えられる． 

一方，事前の雇用が比較的多い地域（グループ(3)，

グループ(4)）において，有意な結果は得られなかった．

理由として，各メッシュには様々な規模の企業が様々な

割合で混在しており，メッシュ単位の集計データを用い

た分析では，道路整備が既存企業に及ぼす影響を正しく

推定できていない可能性（交絡）が考えられる． 

 

表–4 推定結果（従業者数） 

 

表–5 推定結果（事業所数） 

 

 

3 章でも述べたが，差の差分析において，必ず成立し

なければならない重要な仮定の一つとして平行トレンド

仮定がある．これは，仮に処置が行われなかった場合，

処置群と対照群においてアウトカムが平行したトレンド

を描くというものである．以下では，平行トレンド仮定

の成否を確認する．手法としては，実際に処置が行われ

た 1期間前に処置が行われたものと想定して差の差分析

を行い，このときに推定される“見かけの処置効果”が

統計的に有意でなければ，平行トレンド仮定が成立して

いると判定する．このような分析は，プラセボ実験と呼

ばれる．本分析では，実際に対象路線が整備される前の

2 時点である，1996年を事前，2006年を事後とする期間

を設定し，𝑇𝑖𝑡を2006年に 1，1996年に0をとるダミー変

数に書き換えた上で，回帰式(3)を推定する．また，先

ほどの分析と同様に，ICから2km圏内に完全に含まれる

メッシュを処置群，2km圏外 8km圏内のメッシュを対照

群としたケース（表–2 の(ii)）について、事前の従業者

数で層別化（表–3の (ii) ）して分析を行った． 

プラセボ分析の推定結果を表–6 及び表–7 に示す．こ

こで交差項(𝑋𝑖𝑡 ∙ 𝑇𝑖𝑡)の回帰係数は見かけの処置効果を

表す．両表のグループ(1), (2)では，有意な結果が得られ

ていないことから，平行トレンド仮定の成立が確認でき

た． 

 

表–６ プラセボ分析の推定結果（従業者数） 
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表–7 プラセボ分析の推定結果（事業所数） 

 

 

5. 企業データを用いた対象路線の因果効果推定 

 

(1) 分析方法 

前章でも述べたようにメッシュ単位での集計データを

用いた分析では、各メッシュには様々な規模の企業が

様々な割合で混在しており，道路整備が既存企業に及ぼ

す影響を正しく推定できていない可能性（交絡）が考え

られる．そこで，企業単位の集計データを用いて，対象

路線整備による因果効果の推定を試みる． 

差の差分析においては，処置群の比較対象となる（反

事実を補完する）個体をいかに選ぶかが重要となる．こ

こでは，企業単位の非集計データを活用し，対照群の個

体を選定する方法について述べる．処置群に含まれる個

体と同じ（または，近い）値の共変量を持つ個体を対照

群から選んでペアを作る手法をマッチングという．全て

の共変量が同じ値を持つ個体同士をペアにする完全マッ

チングが理想ではあるものの，実際には適用が困難であ

る．そこで，個体間の距離をなんらかの形で定義した上

で，最も小さい距離にある個体を選定する最近傍マッチ

ングや特定の距離以上ではマッチングしない条件を加え

たキャリパーマッチングなどが良く利用される．本分析

では，マハラノビス距離に基づく最近傍マッチング法を

用いる．マハラノビス距離とは，変数間の相関の情報を

用いて，基準としたデータ群にどれだけ類似しているか

を示す距離尺度の 1つである．その算出方法は以下の式

(4)で表される． 

 

𝑑𝑚(𝒁) = √(𝒁 − 𝝁)𝑇𝚺−1(𝒁 − 𝝁) (4) 

 

式(4)においては距離を求めたいあるサンプルにおける

変数の値が格納されたベクトルである．また，𝝁はデー

タ群の各変数の平均値が格納されたベクトル，𝚺はデー

タ群における各変数間の共分散を配列したベクトルであ

る． 

また、マハラノビス距離の算出にあたり、企業規模や

立地条件の近い企業同士をマッチングするために以下の

5 つの共変量を用いた（表–8）．また，売上高，従業員

数，資本金については整備前の企業規模を比較するため

に整備前である 2006 年時点の値をそれぞれ用い た.  

 

表–8 本分析で用いる共変量 

 

 

 

 

 

 

 

処置群と対照群の空間範囲を表–9 の通りに設定し，各

ケースにおいて処置群及び対照群にそれぞれ含まれる企

業間のマハラノビス距離を算出し，最近傍マッチングに

より距離が最も近くなる個体同士をマッチングする． 

 

表–9 処置群・対照群の範囲とサンプル数（企業データ分析） 

 

表–9 のケース(i)でのマッチング結果を以下に示す．図–4

は，処置群に含まれる企業 276社（青点）とマッチング

によって選定された対照群の企業 155社（赤点）の空間

分布を表している． 

図–4 処置群及び対照群の企業の分布（マッチング後） 
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また，マッチング結果の確認を行う（図–5(a), (b), (c)）．

図–5(a)は，事前（2006年時点）の売上高に関する処置群

（右グラフ）及び対照群（左グラフ）のヒストグラムで

ある．同様に，(b)は従業者数，(c)は資本金のヒストグ

ラムを表す．各図より，企業規模に関する 3指標におい

て，処置群と対照群の間に大きな相違は見られず，マッ

チングが適切であることが確認できる． 

 

 

図–5(a) 売上高（2006年時点） 

 

図–5(b) 従業者数（2006年時点） 

 

図–5(c) 資本金（2006年時点） 

 

次に，IC からの距離とアウトカムの変化の関係につ

いて述べる（図–6 (a), (a’), (b), (b’)）．図–6 (a), (b)は，マッ

チングを実施した上で，各企業の対象路線 IC から直線

距離（横軸）と道路整備前後のアウトカム（(a)では売上

高，(b)では従業者数）の変化（縦軸）の関係を表す散

布図である．(a)及び(b)図より，道路整備前後において売

上高，従業者数を増加させている企業が IC からおよそ

2km 圏内に立地していることがわかる．このことから，

処置群の範囲を IC から 2km 圏内〜3km 圏内と設定する

ことの妥当性がある程度確認できる．なお，(a')，(b')図

は，マッチングを実施していない場合における同様の散

布図である．IC から比較的に遠くに立地する企業の中

にも売上高や従業者数を増加させた企業が存在すること

がわかる．しかし，これらは，処置群に含まれる企業と

は規模や立地条件の異なる，類似性の低い企業である．

そのため，マッチングをせずに差の差分析を行えば，こ

うした類似性の低い個体同士を比較することとなり，道

路整備による処置効果を適切に推定することはできない． 

次節では，道路整備前後の売上高及び従業者数の変化

をマッチング後の処置群と対照群の間で比較する差の差

分析の結果を示す． 

図–6(a) 売上高（マッチング後） 

 

図–6(a’) 売上高（マッチング前） 
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図–6(b) 従業者数（マッチング後） 

 

図–6(b’) 従業者数（マッチング前） 

 

 

(2) 推定結果と考察 

対象路線整備が IC 周辺企業の売上と雇用にもたらす

因果効果について，企業データを用いた差の差分析の推

定結果を表–10及び表–11に示す．表では，マッチングを

実施した場合(matched)と実施しない場合(unmatched)の結

果を合わせて示している．また，一般に t 値が 1.96 で有

意水準が 95 パーセント，1.645 で 90 パーセントと言わ れ

ている．結果を見るとマッチングを実施しない場合の

DID 推定値は，売上高が 31.74 百万円，従業者数が 0.06

人となるが，共に t 値が低く有意ではない．一方，マッ

チングを実施した場合，DID推定値は売上高が 159.52百

万円で従業者数が 3.71 人であり，t 値も 2 を上回り十分

に高いことから有意な結果が得られた． 

 

 

表–10 推定結果:ケース(i) 処置群2km ,対照群 2km-10km 

 

ここで，ケース(i)で設定した処置群の範囲が妥当であ

るかを確認するために，ケース(ii)及び(iii)の分析を行っ

た（表–11, 12）． 

表–11は，処置群を 3km圏内，対照群を 3-10km圏内と

設定したケース(ii)における結果である．ケース(i)と(ii)の

違いは，2-3km に立地する企業を道路整備の影響を受け

る処置群として扱うか，影響を受けない対照群として扱

うかである．マッチングを実施しない場合の推定値は，

ケース(i)と同様に有意ではない．マッチングを実施した

場合，推定値は売上高，従業者数ともに，ケース(i)より

減少し，t値の水準も低下した． 

 

 

表–11 推定結果:ケース(ii) 処置群 3km ,対照群 3km-10km 

 

 

続いて，表–12 は，処置群を 2km-3km 圏内，対照群を

3km-10km 圏内と設定したケース(iii)における結果である．

表より，マッチングを実施した場合でもDID推定値は小

さく t値も低い．したがって，2km-3km圏と3km-10km圏

とで道路整備によってもたらされる影響に有意な差がな

いことがわかる．以上より，ケース(i)の設定が統計的に

妥当であることが示された． 

 

 

表–12 推定結果:ケース(iii) 処置群2km-3km ,対照群 3km-10km 

 

 

次に，ケース(i)の設定の下，産業別に推定を行う．産

業別の分析におけるサンプル数を表–13に示す． 

 

 

表–13 産業別分析 サンプル数 
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産業別に差の差分析を行った結果を表–14〜表–16に示

す．製造業，卸売業の売上高においては t 値も高く，道

路整備によって有意な効果が得られていることが確認で

きる．一方，運輸業についてはサンプル数が極端に少な

いため，マッチングや推定の精度が低下し ，有意な結

果を得ることができなかった． 

 

表–14 推定結果:製造業  

 

表–15 推定結果:卸売業  

 

表–16 推定結果:運輸業 

 

 

6. まとめ 

 

本研究では，対象路線の整備が周りの地域・企業に及

ぼす影響について，メッシュデータ及び企業データを用

いて，その因果効果の推定を行った． 

メッシュデータを用いた分析では，対象路線整備が事

前の雇用が少ない地域において 従業者数及び事業所数

を増加させていることが示された．一方，各メッシュに

は様々な規模の企業が様々な割合で混在しているため，

メッシュ単位の集計データを用いた分析では，雇用の多

い地域の既存企業に及ぼす影響を正しく推定できないこ

とが分かった． 

この問題を克服するために，本分析では企業単位の非

集計データを用い，マハラノビス距離に基づくマッチン

グによる差の差分析を行った． 

企業データを用いた分析では，ICから2km圏内の地域

に道路整備の効果が発現していることの妥当性が確認で

きた．また，推定結果より，対象路線整備が周辺企業に

及ぼす因果効果は，13年間で平均 1億6千万円 （事前の

平均売上高の約 26%）の売上の増加，平均 3.7 人の従業

員数の増加をもたらすことが明らかとなった． 

今後の課題として，(1) 整備効果の空間的・時間的範

囲のより詳細な分析，(2) 共変量の追加・見直しによる

マッチング精度の向上，(3) 企業間取引データを用いて，

地域高規格道路整備がもたらす交流・連結機能の向上効

果の計測が挙げられる． 
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